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要  約
　東京大学社会科学研究所が2007年より継続して実施してきた「働き方とライフスタイルの変化
に関する全国調査」の2021年調査を⽤いて、（1）コロナ禍前後における健康状態の変容、（2）日本
社会に対する希望の変化とその背景、（3）コロナ禍における雇用と収入、（4）家族介護の実態と影
響、という4つのテーマに関して分析をおこなった。
　それぞれの分析テーマについての知見をまとめると、（1）コロナ禍では主観的な健康状態が悪く
なっていると考えている人の比率が増えており、特に女性と低学歴者でその傾向がみられること、

（2）生活満足感がある程度高い水準で一定のまま推移している一方で、日本社会への希望は低水
準ながら変動しつつ推移していること、（3）医療従事者や介護・福祉職に従事する人は勤務日数や
労働時間が増加し、それにともない収入も増加していたのに対し、飲食業や製造業では勤務日数・
労働時間・収入が減少していること、（4）家族介護は主に女性が担っており、家族介護は就業を中
断させ健康を悪化させる可能性があること等が明らかとなった。1  　

【注：当稿は10月号前編、11月号後編として２カ月に分けて紹介する】

1　本稿は、東京大学社会科学研究所パネル調査プロジェクト・ディスカッションペーパーシリーズ No.151『「働き
方とライフスタイルの変化に関する全国調査2021」分析結果報告：パネル調査からみる健康、意識、雇用、介
護』（2022年3月）に加筆・修正したものである。本稿は、日本学術振興会（JSPS）科学研究費補助金基盤研究（S)

（18103003, 22223005）、特別推進研究（25000001, 18H05204）の助成を受けて行った研究成果の一部である。
東京大学社会科学研究所パネル調査の実施にあたっては社会科学研究所研究資金、（株）アウトソーシングから
の奨学寄付金を受けた。調査は一般社団法人中央調査社に委託して実施した。パネル調査データの使用にあたっ
ては社会科学研究所パネル調査運営委員会の許可を受けた。
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1.はじめに
　東京大学社会科学研究所では、日本に居住す
る若年・壮年者を対象とした総合的な追跡調査
である「働き方とライフスタイルの変化に関す
るパネル調査」（Japanese Life Course Panel 
Surveys - JLPS）を2007年から継続して実施し
ている。この調査は、若年・壮年者のキャリア
形成・職場状況と働き方、生活時間・家族や友
人との交流・趣味といったライフスタイル、交
際・結婚・出産といった家族にかかわるイベント、
人々の考え方や意識の変容といった若年・壮年
者の全体像を把握することを目指している。
　2007年に日本全国に居住する20-34歳（若年
調査）と35-40歳（壮年調査）の男女を母集団と
して地域・都市規模・性別・年齢により層化し、
対象者を抽出した。調査方法は、郵送配布・訪
問回収である。2007年の第1波調査では「若年
調査」3,367名、「壮年調査」1,433名を回収した。
アタック数に対する回数率は、それぞれ34.5%
と40.4%である。2011年には「追加サンプル」
として、2011年に同年齢の24-38歳（若年）と
39-44歳（壮年）の対象者を2007年調査と同様な
形で抽出し、郵送配布・郵送回収の方法により、
710名（若年）、253名（壮年）を回収した。回収
率はそれぞれ32.4％と31.4％である。
　2019年には、JLPSの対象者は「若年調査」
32-46歳、「壮年調査」47-52歳となり、20歳代
の若い世代を捕捉することができていない。そ
こで新たに若年リフレッシュサンプルとして、
2019年時点で日本に居住する20-31歳の男女を
母集団として2007年調査と同様に地域・都市規
模・性別・年齢により層化し、対象者を抽出し
た。調査方法も、2007年調査を継承して、郵送
配布・訪問回収の方法で実施した。2383ケース
を回収（アタック数に対する回収率36.1%）、そ
のうち調査に継続することを了承した2049ケー
ス（同回収率31.1％）を追跡対象者とした。2007
年からの「継続サンプル」、2011年からの「追加
サンプル」、2019年に新たに加えた「若年リフレッ
シュサンプル」の3つのサンプルの対象者を毎年
継続して追跡している。
　2021年1月から3月には、「継続サンプル」の
第15回、「追加サンプル」の第11回、そして「若
年リフレッシュサンプル」は第3回目の調査を実
施した。「継続サンプル」Wave 15では、「若年
調査」は1,700、「壮年調査」は846のケースを回

収し、追跡することができているアタック数に
対する回数率は、それぞれ83.4%と87.0%であ
る。「追加サンプル」Wave 11については、409

（若年）、176（壮年）のケースを回収し、回収率
はそれぞれ66.8％と75.2％である。「若年リフ
レッシュサンプル」Wave3については、回収数
は1,540ケース（回収率79.8％）であった。
　本報告では、以下の4つのテーマについて最新
の調査データを用いて分析する。（1）コロナ禍前
後における健康状態の変容、（2）日本社会に対す
る希望の変化とその背景、（3）コロナ禍における
雇用と収入、（4）家族介護の実態と影響、である。

（石田 浩）

2.コロナ禍前後における健康状態の変容
⑴コロナ禍以前とコロナ禍以後の変化を特定
　コロナ禍における働き方や健康状態について
の関心が高まっている。例えば、労働政策研究・
研修機構では、企業と労働者を対象としたパ
ネル調査をコロナ・パンデミックの発生当初の
2020年5月に実施し、その後も継続している（樋
口・労働政策研究・研修機構2021、労働政策研
究・研修機構2022）。我々の研究チームでもコ
ロナ禍における健康に関して分析を進めている

（例えば、Fujihara and Tabuchi 2022、石田ほ
か2021ab）。重要なことは、コロナ禍における
変化は、それ以前の時期の変化と異なっている
のかを特定することである。人々の健康状態や
意識は、コロナ禍以前にも変化してきたことが
予想される。コロナ禍において健康状態が悪化
する傾向があるのであれば、それ以前では悪化
の傾向がみられず、この時期に特有の変化であ
ることを明らかにすることにより、コロナ禍の影
響の可能性を指摘することができる。
　「働き方とライフスタイルの変化に関するパネ
ル調査」（JLPS）は、2007年から一部の年度を
除いて毎年1月中旬から3月中旬（2月前後）にか
けて定期的に実施してきた。図1に示すように、
2019年のWave13、2020年のWave14は、新
型コロナウイルス感染症が日本で拡大するコロ
ナ禍以前の調査であると考えることができる。
第1回の緊急事態宣言が発令されたのは2020
年4月から5月であり、2020年調査の対象者は
96％が2020年3月15日までに回答しているこ
とから、その回答はコロナ禍の始まる前と仮定
することができる。2021年のWave15は、第2
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回の緊急事態宣言が発令されている只中に実施
された。さらに、2020年の秋には、JLPSの対
象者（継続サンプル、追加サンプル、若年リフ
レッシュサンプル）に対して、ウェブによる特別
調査を実施した。実施期間は、2020年の8月29
日から11月9日までであり、回答は9月に集中
している。対象者全体で回収数3740名（回収率
63.9%）であった。ウェブによる調査ということ
で、回収率は通常の調査票配布による形式に比
べると継続・追加・若年リフレッシュサンプル
により多少異なるが、10-15％ポイントほど低い。
このウェブ特別調査では、第1回緊急事態宣言
下（2020年4－5月）の状況と2020年秋時点で
の対象者の状況について尋ねている。
　そこでこのJLPSの実施期間の特性を活かし
て、Wave13とWave14の間の回答の違いをコ
ロナ禍以前の変化、Wave14とWave15の間の

回答の違いをコロナ禍以後の変化として比較す
ることにする。これにより、コロナ禍の以前と
以後では、人々の健康と意識に関して変化の仕
方が異なっていたのかを検証する。
　ここで取り上げる質問は、健康に関連した7
項目である。はじめに主観的な健康状態につい
ての質問（「あなたは、自分の健康状態について
どのようにお感じですか」）を取り上げる。質問
への回答の選択肢として「1とても良い」「2ま
あ良い」「3普通」「4あまり良くない」「5悪い」
の5つが挙げられており、回答者はそのひとつ
を選択する。表1は、2019年Wave13と2020
年Wave14の回答を、表2は2020年Wave14と
2021年Wave15の回答をクロス集計したもので
ある（上段が実数、下段が行パーセント）。2つの
表を比較するため、3つのWaveすべてで主観的
健康の質問に回答した人に分析は限定している。

表1　主観的健康状態の2時点（2019年1－3月と2020年1－3月）の回答
2020年1－3月

2019年1－3月 1 とても良い 2 まあ良い 3 普通 4 あまり良くない 5 悪い 合計

1 とても良い
203 107 44 3 2 359

56.50% 29.80% 12.30% 0.80% 0.60% 100.00%

2 まあ良い
153 691 353 29 2 1228

12.50% 56.30% 28.70% 2.40% 0.20% 100.00%

3 普通
68 494 1332 183 9 2086

3.30% 23.70% 63.90% 8.80% 0.40% 100.00%

4 あまり良くない
5 68 239 272 26 610

0.80% 11.10% 39.20% 44.60% 4.30% 100.00%

5 悪い
2 3 12 37 21 75

2.70% 4.00% 16.00% 49.30% 28.00% 100.00%

合計
431 1363 1980 524 60 4358

9.90% 31.30% 45.40% 12.00% 1.40% 100.00%

表2　主観的健康状態の2時点（2020年1－3月と2021年1－3月）の回答
2021年1－3月

2020年1－3月 1 とても良い 2 まあ良い 3 普通 4 あまり良くない 5 悪い 合計

1 とても良い
191 152 76 10 2 431

44.30% 35.30% 17.60% 2.30% 0.50% 100.00%

2 まあ良い
126 639 531 67 0 1363

9.20% 46.90% 39.00% 4.90% 0.00% 100.00%

3 普通
38 293 1385 250 14 1980

1.90% 14.80% 69.90% 12.60% 0.70% 100.00%

4 あまり良くない
7 23 184 286 24 524

1.30% 4.40% 35.10% 54.60% 4.60% 100.00%

5 悪い
1 1 6 30 22 60

1.70% 1.70% 10.00% 50.00% 36.70% 100.00%

合計
363 1108 2182 643 62 4358

8.30% 25.40% 50.10% 14.80% 1.40% 100.00%

2021年1月―3月第2回緊急事態宣言

2019年2月 2020年2月 2020年9月 2021年2月
Wave 13 Wave 14 コロナ特別調査 Wave 15

コロナ禍以前の変化 コロナ禍以後の変化

2020年4月―5月第1回緊急事態宣言

図1　JLPSの実施期間とコロナ禍の拡大状況
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　主対角線上の回答は、健康状態に関して変化
のない回答者である。表1、表2ともに58％の回
答者が主対角線のセルにいる。このことは42％
の回答者が健康状態について変化があったこと
を示している。変化のない回答者について着目
すると、表1のコロナ禍以前（2019年から2020
年）では、健康状態が「とても良い」と「まあ良い」
の回答で変化がない比率が比較的高い（それぞれ
57％と56％）。しかし、表2のコロナ禍以後（2020
年から2021年）では、「とても良い」と「まあ良い」
の回答で変化がない比率はそれぞれ44％、47％
と表1よりも低いことがわかる。健康状態が「普通」

「あまり良くない」「悪い」では、表2の方が変化
なしの比率が高い。このことは、コロナ禍以前で
は健康状態が良いまま変化しない人の比率が比
較的高かったのに対して、コロナ禍以後では健
康状態が普通か悪い傾向にある人がその状態を
継続する傾向が相対的に高かったことがわかる。
　次に健康状態が変化した回答者に着目すると、
変化の方向でコロナ禍以前と以後では違いのあ
ることがわかる。主対角線のセルよりも右上のセ
ルの回答は、健康状態が悪く変化した場合、主
対角線のセルよりも左下のセルの回答は、良く変
化した場合を示す。表1のコロナ禍以前では、健
康状態が悪くなった人の比率は、全体の17％で
あり、健康状態が良くなった人の比率（25％）よ
りも少なかった。これに対してコロナ禍以後では、
健康状態が悪くなった人の比率は26％で、良く
なった人の比率（16％）よりも多い。このことは、
2020年1－3月から2021年1－3月にかけて新
型コロナウイルス感染症の拡大が日本でも進行
した間に、主観的健康状態は悪くなったと考える
人の比率が上昇し、良くなったと考える人の比率
を上回るようになったことを示している。

⑵ 健康関連項目（メンタルヘルスと活動制限）の変化
　健康関連の他の質問についても見てみよう。
JLPSではメンタルヘルスに関する5つの質問項
目を毎年尋ねている。「以下の項目について、過
去1 ヶ月間にあなたはどれくらいの頻度で感じ
ましたか」という形で「A かなり神経質であった
こと」「B どうにもならないくらい気分が落ち込
んでいたこと」「C 落ち着いていておだやかな気
分であったこと」「D おちこんで、ゆううつな気
分であったこと」「E 楽しい気分であったこと」
の5項目について、次の5つの回答選択肢を提示
している。「１ いつもあった」「2 ほとんどいつ
もあった」「3 ときどきあった」「4 まれにあった」

「5 まったくなかった」。さらにJLPSでは「健康
上の理由で、家事や仕事などの活動が制限され
たこと」について、上記の5つの選択肢からひと
つ回答してもらっている。これらの6つの項目の
回答を、表1・表2のように2つの時期の変化を
クロス集計した。その結果を、回答が変化しな
い割合、回答が悪くなった割合、回答が良くなっ
た割合に分類したのが、図2と図3である。
　図2と図3の結果を検討すると、どの項目に
ついても最も大きなグループは「変化なし」であ
る。1年間という期間を考えれば、健康状態が
大きく変化することはそれほど考えられないが、
同じ状態に留まるのはそれでも半分ほど（最小が
47％、最大が59％）である。図2（2019年から
2020年への変化）では、悪い方向へ変化した比
率が良い方向への変化比率よりも高いのが、「楽
しい気分であったこと」（2％の違い）「おだやか
な気分であったこと」（1.5％の違い）「ゆううつ
な気分であったこと」（0.5％の違い）の3項目で
ある。他方、図3（2020年から2021年への変化）
では、以下の5項目で悪化の方向の比率が良く
なった方向の比率よりも高い。「活動制限」（4.6％

図3　健康関連項目の2時点間の変化
（2020年1－3月の時点と2021年1－3月の時点）

図2　健康関連項目の2時点間の変化
（2019年1－3月の時点と2020年1－3月の時点）
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の違い）「楽しい気分であったこと」（1.1％の違
い）「気分が落ち込んだこと」（0.8％の違い）「か
なり神経質であったこと」（2％の違い）「自分の
健康状態」（8％の違い）である。
　さらに健康関連項目で悪くなったグループに
焦点を当てるために、図2と図3の「悪くなった
比率」のみを取り出して、2つの時点間変化を比
較したのが図4である。薄い色の塗りつぶしの
棒が「2019年から2020年」にかけての変化、濃
い色の塗りつぶしの棒が「2020年から2021年」
のコロナ禍を経た時期の変化である。コロナ禍
以前と以後を比較すると、悪くなった比率の違い
はほとんどみられないが、唯一大きな違いが見ら
れるのは、「自分の健康状態」である。健康状態
が悪化したと考える比率が18％から26％へと上
昇している。この差は統計的に有意な違いであ
る。他の項目については有意な差はみられない。
　Wave14と15の間の2020年4月から2021年
3月にかけて、新型コロナウイルス感染症は日本
では大きく拡大し2度の緊急事態宣言を経験し
た。このような社会の動きを反映して、健康や
普段の生活に関わる人々の置かれた状況が悪化
したのではないか、という予想があった。しか
し、図2、3、4から言えることは、必ずしも健康・
生活の領域のすべてで悪化の方向が進展してい
るということではなさそうである。新型コロナ
ウイルスの感染症が拡大する以前にも、健康と
生活に関連して悪い方向に変化している人々が
2割程度存在しており、その比率はコロナ禍以
降の変化の比率とそれほど大きくは異ならない。
唯一の例外は、主観的な健康観である。人々の
自分の健康状態に関する捉え方としては、「悪く
なった」と感じている人がコロナ禍以降に増加し
ていることが確認された。

⑶ 健康状態悪化の要因
　それでは最後に、どのような人に自分の健康状
態の悪化がみられたのかを分析する。主観的な
健康が悪くなった人を1、それ以外をゼロとした
ダミー変数を従属変数としたロジスティックス回
帰分析を行った。2019年から2020年にかけての
健康状態の悪化と2020年から2021年にかけて
の悪化それぞれについて分けて分析した。独立
変数としては、出発点となるWaveでの回答者の
属性を用いる。年齢、コーホート（2019年に20代、
30代、40代以上）、学歴、婚姻関係（未婚、既婚、
離死別）、単身世帯、都市規模、初職の従業上の
地位（正規、非正規、自営）、初職の職業（専門・
管理、事務・販売、マニュアル）、現職の従業上
の地位（正規、非正規、自営、無職）、現職の職
業（専門・管理、事務・販売、マニュアル）の変
数である。図5は、2019年から2020年にかけて
の健康状態の悪化の要因を分析したものである。
各独立変数の効果は、その回帰係数を黒丸とし
て表示し、95％の信頼区間を黒丸の左右のバー
として表示した。信頼区間がゼロを含む場合には、
その独立変数の効果は統計的に有意ではない。
図5では、すべての独立変数に関して、信頼区間
がゼロを含んでいるので、健康状態の悪化を説
明する有意な要因は、今回の分析に導入した独
立変数には見当たらない。もともと健康状態が悪
化した人は18％と比率が限られていたが、その
人たちを特徴づける属性は特定できなかった。
　図6は、2020年から2021年にかけての健康
状態の悪化の要因を分析してものである。少し
見にくいが、2つの要因が統計的に有意であるこ
とがわかる。女性の場合には男性に比べ健康状
態が悪化しやすく、低学歴の場合も悪化しやす
い。中学・高校学歴は、大学・大学院学歴と比
較して健康状態が悪化する傾向がみられる。そ
れ以外の要因は統計的に有意ではない。
　すでに述べたようにJLPSではWave14と
Wave15の間の2020年秋の時点で、ウェブによ
る特別調査を実施している。その調査では、「新
型コロナウイルス感染症に関連して、生活面で
不安に感じることはありましたか」という質問を
行い、11項目に関して「不安があった」か「不安
はなかった」の2択で選択してもらった。項目は

「不況の長期化・深刻化」「旅行・イベントへの
参加」「感染の収束が見えない」「感染防止に向
けた政府の対応」「正しい情報がわからない」「ご

0 0.05 0.1 0.15 0.2 0.25 0.3

2019年-2020年 2020年-2021年

図4　健康関連項目で「悪くなった比率」の時点間比較
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自身やご家族の持病などによる通院や入院」「収
入の減少に伴う生活への支援」「休校による子ど
もの学習への影響」「精神的に安定しないこと」

「感染予防物資の不足」「家のなかに居場所がな
いこと」である。子どもがいない回答者のいるこ
とを考慮し、「休校による子どもの学習への影響」
を除く10項目の不安の有無を足し挙げて不安ス
コアを測定した。スコアはゼロから10までの値
をとり、スコアが高いほど不安に感じた項目が
多かったことになる。ウェブ特別調査では、「第
1回緊急事態宣言下（2020年4月～ 5月）時点」
と「調査時点（2020年秋）」の2つの時期について
の不安を尋ねている。そこでこの不安スコアが
Wave14からWave15にかけての健康状態の変
化を媒介する要因となっていないかを検証した。
上記の2020年から2021年にかけての健康状態
の悪化の要因のロジスティックス回帰分析に、

「第1回緊急事態宣言時点」と「調査時点」での不
安スコアをそれぞれ別々に追加で投入してみた。
その結果を図6の一番下に示した。どちらの不
安スコアも健康悪化に対して有意な効果は持っ
ていない。このことは、新型コロナウイルス感
染拡大の中での不安が、健康状態の悪化を媒介
する要因ではないことを示唆している。

　最後にこのセクションで分かったことを簡潔に
まとめておこう。このセクションでは、コロナ禍
の以前と以後で、人々の健康と意識に関して変
化の仕方が異なっていたのかを検証した。メンタ
ルヘルスと健康による活動制限については、特
に症状が悪化した人々の比率がとりわけコロナ禍
以後に上昇したわけではなかったが、主観的な
健康観については悪くなっていると考えている人
の比率が有意に増えている。特に女性と低学歴
者で主観的健康が悪化している傾向が見られた。
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図5　2019年から2020年にかけての健康状態の悪化の要因分析



－ 7 －

－ 6839 －■　中央調査報　No.780・令和 4年10月10日発行

央調査報』No.769: 1-11.
◦樋口美雄・労働政策研究・研修機構編，2021，『コ

ロナ禍における個人と企業の変容－働き方・生活・
格差と支援策』慶応義塾大学出版会．

◦労働政策研究・研修機構編，2022，『新型コロナウ
イルス感染症の感染拡大下における労働者の働き
方の実態に関する調査（企業調査、労働者WEB調
査）』労働政策研究・研修機構．

（石田 浩）

3.日本社会に対する希望の変化とその背景
⑴ 停滞する日本社会における人々の意識
　この30年間、購買力平価実質ベースでみた日
本の平均年収は平坦に推移し続け、他の先進産
業社会における年収水準の上昇トレンドと明ら
かに異なる傾向を示している2。この点に関する
各種の報道や論評は、経済にかんする専門的な
議論とは別に、日本社会の停滞を人々に印象づ
けるものになったと思われる。

　日本社会の停滞あるいは閉塞感は、人々の意
識のうえでも実感されている。すでに若年・壮
年パネル調査データを用いた分析結果から、人々
の将来への見通しの立たなさ、不安の広がりが
指摘されてきた（石田ほか 2015; 田辺 2017）。
一方、人々が現状の生活に不満であるのかとい
えばそうでもなく、平均的にはそれなりの満足
感がコンスタントに推移している。ここでは、
最新のデータにまで分析を拡げ、改めて日本社
会への希望について検討する。
　図7は、東大社研若年・壮年パネル調査で尋
ねられている日本社会への希望、および生活満
足感についての平均を折れ線グラフで示したも
のである。これらの質問は「満足している」・「そ
う思う」から「不満である」・「そう思わない」まで
の5件法で尋ねられている。前者を最高の5点、
後者を最低の1点として、生活満足感と日本社
会への希望に関する平均値を計算した3。凡例の

2　日本経済新聞「日本の年収、30年横ばい　新政権は分配へまず成長を」（2021年10月16日朝刊1ページ）などで、
OECDのデータにもとづくグラフが人々の注目を集めた。また、2022年9月18日、25日にはNHKスペシャルで「“中
流危機”を越えて」という特集も放送された。

3　毎年の対象者のなかには、何らかの理由で調査に回答できなかった者も当然存在し、追跡期間が長いほど調査
年ごとのサンプル構成が異なってくる。図7では、脱落の影響を調整するためのウェイトを用いた集計結果を示
している。ただし、ウェイトによる調整をおこなわない場合でも、結果が大きく変わらないことも付言しておく。
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図6　2020年から2021年にかけての健康状態の悪化の要因分析
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「継続S」は2007年からの調査対象者（継続サン
プル）、「追加S」は継続サンプルと同じ出生年で、
2011年から追加された対象者（追加サンプル）、
そして「リフレッシュ S」は2019年から新たに追
加された、2018年12月末日時点で20 ～ 31歳で
ある対象者（リフレッシュサンプル）を意味する。
　図7からは、生活満足感が一貫して同水準の
まま推移していることがわかる。これはサンプル
の種別を問わず共通である。3という値が「どち
らともいえない」を意味するので、それよりも高
い水準にあるということは、現状に対するそれ
なりの満足感が十数年にわたり継続しているこ
とを意味する。本稿では最近のデータまで時点
を広げてトレンドをみたが、得られた結果は先
行研究とほとんど変わらないというものである。
　一方、日本社会への希望の平均値は時点間
である程度変動する。同じデータを用いてい
るので当然だが、先行研究と同様に2012年か
ら2014年にかけて平均値は上昇する（石田ほ
か 2015）。また、その後2018年までほぼ平坦
にするのも先行研究と同様の結果である（田辺 
2020）。しかし2019年以降、日本社会への希望
が低下する。これはサンプルの種別を問わず共
通の傾向であり、同水準で推移し続ける生活満

足感とは対照的な結果である。一方、日本社会
への希望の絶対的な水準は「どちらともいえな
い」を下回り続けており、社会が（何らかの意味
で）よりよくなってゆくことへの期待の薄さが確
認できる。

⑵ 日本社会に対する希望の水準のトレンド
　図7でみた傾向をより精緻に検証するため、こ
こでは多変量解析の力を借りる。図8は、固定
効果モデルと呼ばれるパネル調査データの分析
でよく用いられる方法により、2009年（Wave3）
と比較したときの各年における生活満足感と日
本社会への希望の差を示したものである4。図の
マーカーは2009年との差の推定値、その上下の
エラーバーは推定値の95%信頼区間である。
　生活満足感については、図7でみた通り、ほ
とんど2009年と差が生じずに推移していること
がわかる。調査年によってはエラーバーがゼロ
にかからない（5％水準で統計的に有意な差であ
る）こともあるが、全体としては不変トレンドで
あると読み取れる。
　一方、日本社会への希望は2012年以降変動し
てゆく。2011年に有意な低下が確認でき、東日
本大震災（2011年3月11日）の影響を想像してし
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図8　2009年の水準と比較したときの各調査年の差
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図7　生活満足感と「日本社会への希望」の平均値の推移
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4　このほか、後述の分析で言及する変数と、調査時の居住都道府県、居住都市規模のダミー変数を共変量として
分析モデルに含めている。
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まうが、調査時期が基本的に1月から3月初旬で
あることから、その影響であるとは考えづらい。
もし影響が出るとすれば2012年以降の結果であ
るが、2009年と比較したときに有意な差はみら
れない。その後、図7が示す通り2014年にかけ
て水準が上がり、2015年に低下した後は2019
年までほぼ一定に推移する（2015年から2018年
にかけて微増しているように見えるが、エラー
バーの重なりなどから明確な傾向とはいえな
い）。その後、2020年、2021年と水準が統計的
に有意に低下してゆくことが確認できる。2020
年、2021年は新型コロナウイルス感染症の影響
が反映されている可能性はあるものの、2018年
からの減少傾向をふまえると、コロナ禍のせい
で日本社会への希望が弱まったとも考えにくい。
　ここまで見た通り、個人の社会的、経済的状
況の影響を統計的にコントロールしたあとでも
生活満足感はほぼ変化なく推移し、日本社会へ
の希望は時点間で一定程度変化が生じているよ
うである。一方、日本社会での出来事やマクロ
な状況と希望の推移の関連は見出しづらい。そ
こで、変動が生じている日本社会への希望につ
いて、以下では個人のなかでその水準が高まる、
あるいは低くなる背景を探ってゆく。

⑶ 個人のなかで社会への希望を
　 高める／低める背景は何か？
　心理学などにおいて、希望は望ましい目標へ
の道筋・方法を導き出し、それを用いるように
自分を動機づけてゆく認知的なケイパビリティ5

のことを意味する（Snyder 2002）。概念として
の定義は抽象的なものとならざるをえないが、
より平易に表現すれば将来・未来がより望まし
いものになってゆくという見通しを持てている
状態だとも言えるだろう。
　海外の先行研究のなかには、収入（経済的資源）
が希望を高めるという知見がある（Pleeg ing et 
a l . 2021）。収入と希望の関係の背後には、経済
的な安定があってこそポジティブな将来につい
て考えることができる、収入上昇によって希望
を実現するための能力や信念が増すなどのメカ
ニズムが想定されているという。本節冒頭で例
として挙げた日本の平均年収のトレンドが社会
の停滞の象徴としてみなされるのは、経済的資

源がなくては将来の目標や希望の実現の見通し
が立たないからであり、上記の説明には一理あ
るといえる。
　一方、経済的資源に対して社会的資源として
の人間関係が希望と関連するという議論もある。
心理学や子どもの発達研究などが中心的な研究
の場であり、対象が生徒・学生集団など特殊な
場合が多いものの、人間関係を通じて得られる
社会的なサポートが希望を高めるという研究結
果などが報告されている（Xiang et a l . 2020）。
社会的サポートが希望を高める背景として考え
られているのは、日々の大小さまざまな課題・
困難に対して周囲の人間関係からの情緒的サ
ポート（励ましや相談に乗ってくれるなど）や道
具的サポート（具体的な援助など）があることで
コーピング（問題への対処）の可能性が高まると
いうものである。
　若年・壮年パネル調査は、対象者の働き方や
所得に関する情報のほか、人間関係や社会ネッ
トワークに関する事項も質問に含んでいる。さ
らに、同一個人の追跡調査であるという強みを
活かし、日本社会への希望の上昇、低下と関連
する要因を探ることが可能である。ここでは、
固定効果モデルで用いていた共変量のうち、雇
用形態（就業状態）と世帯年収を経済的資源の指
標、友人関係満足感、親との関係の満足感、配
偶者の有無を社会的資源の指標とみなす。そし
て以下では、同じ個人のなかでの希望の上昇や
低下とこれらの資源の変化がどのように関連し
ているのかを検証する。また、これらの側面に
加え、メンタルヘルスと主観的健康感の変化と
の関連についての分析結果も紹介する。なお、
以下の固定効果モデルの結果は、上記の変数す
べてを分析に用いた結果である。
　図9は、雇用形態と世帯年収の個人内変化と
日本社会への希望の変化の関連について、固定
効果モデルで推定した結果を示している。ここ
までと同様、エラーバーは推定値の95%信頼区
間であり、ゼロを含んでいない場合は5％水準で
統計的に有意な係数であることを意味する。
　正規雇用（正社員・正規職員）を基準とする他
の雇用形態、就業状況のダミー変数の係数はい
ずれも5％水準で統計的に有意ではない。また、
その他のダミー変数間の係数にも有意な差はみ

5　日本語では「能力」や「力量」と訳されることもある。
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られない。これらの結果は、雇用形態の変化が
日本社会への希望とは関連していないことを意
味している。
　世帯年収の変化も、日本社会への希望とは関
連していない。世帯年収150万円未満と比べ、
収入が上がるにつれて係数がプラスの方向に変
化しているように見えるものの、いずれのダミー
変数も有意ではない。雇用形態と同じく、世帯
年収の変化が社会への希望と関連しているとは、
これらの結果から解釈することは難しい。
　続いて、友人、親との関係に対する満足感と
配偶者の有無に関する推定結果をみてみよう（図
10）。友人関係満足感については、「どちらとも
いえない」と比べて「満足」または「どちらかとい
えば満足」である場合にポジティブ、「どちらか
といえば不満」または「不満」、あるいは「友人不
在」の場合にネガティブに有意な係数となってい
る。以上の結果は、友人関係への満足感が高ま

ることに伴い社会への希望も高まり、友人がい
なくなると希望も低くなることを意味している。
　親との関係についても類似の結果が得られて
いる。「親不在」の推定値は統計的に有意ではな
いが、親との関係について「満足」または「どちら
かといえば満足」である場合にポジティブ、「どち
らかといえば不満」または「不満」である場合にネ
ガティブに有意な係数を示している点は、友人関
係満足感と同様である。解釈についても、親との
関係への満足感が高まることで社会への希望が
高まり、またその逆も然りであることを意味する。
　さいごに、健康に関する指標の変化との関連
を確認しよう。メンタルヘルスについては、若年・
壮年パネル調査ではMHI-5の項目を尋ねている

（Yamazaki et al. 2005）。0から100までの値を
とり、値が高いほどメンタルヘルスが良好であ
ることを意味する。ここでは、係数の見やすさ
を優先して元のスコアを10で割ったものを変数
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図9　日本社会への希望の個人内変化と雇用形態、世帯年収の関連
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として用いているが、関連の向きの解釈上は特
に問題ない。
　図11からは、メンタルヘルス、主観的健康感（1
から5までの値で、高いほど健康であるという自
己評価を意味）ともにポジティブに有意な係数で
あることがわかる。すなわち、メンタルヘルス
と主観的健康感が個人内で改善することに伴い、
日本社会への希望の水準も上昇するということ
を意味している。

⑷ 身近な日常生活から生まれ、 失われる社会への希望
　日本社会への希望の変化に関する検討結果か
らは、この十数年のなかで2018年から現在に
かけての低下が特に際立っていることが明らか
となった。留意点としてすでに述べた通り、こ
の低下がコロナ禍に起因するとは断言できない。
一方、長期化する人々の不安、見通しの不透明
さの反映である可能性も十分に考えられ、今後
の検討の余地が残っている。
　社会全体にかかる衝撃への対応は決して容易
ではない。しかし、そのなかででも個人のなか
で変化する側面に着目することで、わずかなが
らでも社会に対する希望の変化の背景を考えら
れるかもしれない。そのような問題関心から分析
を試みたところ、人間関係への満足感や心身の
健康状態の変化との関連を示唆する結果を得た。
　日本社会を診断、あるいは評価する際、われ
われは経済状況（経済成長率など）を注視しやす
い。確かに、雇用が安定化し、所得が上がって
こそ、社会に前向きな展望を抱けるはずである。
　しかし、より明確に希望の変化と関連がみら
れたのは、人間関係の質や健康状態の変化であっ
た。われわれは、家庭や職場、地域でのふだん
の人付き合いなど、身近な社会生活の状況の延
長線上に日本社会への希望（あるいは不安）を見
出しているのかもしれない。雇用や所得が生活
の基盤であることは間違いない。しかし、それら

を通じて人々がどのような社会生活を実現でき
ているかが、社会の展望にとってより重要なの
であろう。極端な例だが、周囲の人間関係を壊
してでも経済的成功を収めることと、周囲の人
間関係を良好に保つために経済的な基盤を安定
化させることでは、同じ経済状況の改善でも意
味することがかなり異なってくる。人々の変化の
情報がわれわれに教えてくれているのは、何の
ために経済的な豊かさを求めるのかに注意深く
なければならないということなのかもしれない。

（石田 賢示）
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9月の時事世論調査
９月の時事世論調査によると、

岸田内閣の支持率は前月から
12.0ポイント減の32.3％と急落
し政権発足後最低となった。一
方、不支持率は11.5ポイント増
の40.0％となり、同じく政権発
足後初めて支持率を上回った。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として9月9日か
ら12日に実施、有効回収（率）は
1,238（61.9％）だった。

この時期の国内の動きは、
最年少のプロ囲碁棋士誕生：

関西棋院は、大阪市の小学３年
生藤田怜央さん（９）が英才特別
採用試験に合格し、９月１日付
でプロ採用すると発表した。10
歳０カ月でプロ入りした仲邑菫
二段（13）より早く史上最年少記
録となる（8月17日）。

組織委員会の元理事を逮捕：
東京五輪・パラリンピック大会
のスポンサーだった紳士服大手
AOKIホールディングス側から現
金5100万円の賄賂を受け取った
として、東京地検特捜部は、大
会組織委員会元理事の高橋治之
容疑者（78）を受託収賄容疑で、
同社前会長の青木拡憲容疑者

（83）ら３人も贈賄容疑で逮捕し
た（8月17日）。

警察庁長官、辞任へ：警察庁
が安倍元首相襲撃事件の検証結
果を発表し、記者会見で中村格
長官は、国家公安委員会に辞職
を願い出たことを明らかにした。
奈良県警の鬼塚友章本部長（50）
も辞意を示した（8月25日）。

帰還困難区域、避難指示を一部
解除：東京電力福島第１原子力発
電所がある福島県双葉町の帰還
困難区域のうち、特定復興再生拠
点区域（復興拠点）の避難指示が
解除された。事故後11年５カ月

現地入りした。施設全般の安全性
や破損状況などを把握し、安定的
な運営管理を目指す（8月31日）。

英国エリザベス女王が死去：
英国のエリザベス女王が滞在先
のバルモラル城で死去した。96
歳だった。在位70年超は英国君
主として最長、王室の近代化にも
努め、国民から絶大な支持と尊
敬を集めた。次国王には、長男
で王位継承順位１位のチャール
ズ皇太子（73）がついた（9月9日）。

政党支持率　自民党の支持率
は前月から1.9ポイント減少し
て22.4％だった。以下、立憲民
主党は0.8ポイント減の4.0％、
日本維新の会は1.1ポイント減
の3.4％、公明党は0.6ポイント
増 の3.4 ％、 共 産 党 は0.5ポ イ
ント増の2.3%、国民民主党は
1.3％で変化はなかった。支持政
党なしは2.8ポイント増加して
59.1％だった。

国民の景気感　「良くなった」
は前月と同率の3.8％、「悪くなっ
た」は4.7ポント増の58.9％だっ
た。時事世論景気指数は前月から
12ポイント減少して10となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から0.6
ポ イント 減 の2.5 ％、「 苦 しく
なった」は2.5ポイント増加して
35.6％となった。

ぶりに居住は可能となったが、人
口回復が今後の課題（8月30日）。

企業内部留保、500兆円突破：
財務省が発表した法人企業統計
によると、企業が上げた利益か
ら税金や配当などの外部流出分
を差し引いた内部留保（利益剰余
金）は、21年度末で516兆4750
億円となり、過去最高を10年連
続で更新した（9月1日）。

コロナ療養期間を短縮：岸田
首相は、新型コロナウイルス感
染者の療養期間について、症状
がある人は10日間から７日間へ、
無症状者の待機期間も検査で陰
性ならば５日間に縮めると表明
した（9月6日）。

国外では、
「悪魔の詩」著者、刺される：

イスラム教を風刺する小説「悪魔
の詩」（1988年）で知られる英作
家サルマン・ラシュディ氏（75）
が、講演のために訪れていた米
ニューヨーク州のイベント会場
で男に襲撃され、首や腹部を刺
された（8月13日）。

モデルナがファイザーを提訴：
米バイオ医薬ベンチャーのモデル
ナは、新型コロナウイルスのワク
チンに関する特許を侵害したとし
て、米ファイザーと独ビオンテッ
クを訴えると発表した。両社のワ
クチンの回収や販売の差し止は
求めないとしている（8月26日）。

NPT会議決裂：米ニューヨー
クの国連本部で、８月１日から
世 界191カ 国・ 地 域 が 参 加 し
て開かれてきた核不拡散条約

（NPT）再検討会議は、最終文書
案を採択できず決裂して閉幕し
た。ロシアが最後まで合意を拒
否した（8月28日）。

ゴルバチョフ・ソ連元大統領
が死去：旧ソ連末期に東西冷戦
を終結に導き、1990年にノーベ
ル平和賞を受賞したミハイル・ゴ
ルバチョフ元ソ連大統領がモス
クワの病院で死去した。91歳だっ
た。停滞していたソ連立て直し
を図る「ペレストロイカ」を推進し
たことで知られる（8月31日）。

IAEA調査団、査察に着手：ロ
シア占領下にあるウクライナ中南
部のザポロジエ原発を調査する国
際原子力機関（IAEA）の調査団が
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【お詫び】
前月の時事世論景気指数表の22年7月は

「92」と表記されていましたが、正しくは
「10」でした。訂正しお詫びいたします。


